
平成３０年度事業計画 

 

Ⅰ 活動理念 

法人会の基本的指針に則り「地域社会への貢献と地域企業の発展」をめざした活動を

行う。 

 

Ⅱ 基本方針 

法人会の原点である「税」に関する活動に軸足を置きながら、組織・財政基盤の構築

を図るために、引き続き会員増強に力を入れるとともに、地域の活性化にも配慮した社

会貢献活動を行う。 

また、以下に掲げる諸施策に取り組む。 

 

１．公益目的事業の拡大 

公益法人として、公益目的事業を行うことが使命であることから、法人会では、税を

中心とする活動を重要な柱と位置づけ、積極的に実施する。 

また、地域社会に貢献する事業並びに地域企業の発展をめざす事業については、地域

の特性や企業経営のニーズに応じて取り組むこととする。 

そのため、支部や部会が行う公益目的事業を検証し、さらに公益性を高める。 

 

２．組織の強化と充実 

法人会活動を充実させるためには、組織基盤強化が重要であることから、これまで以

上に会員拡大と福利厚生制度の加入推進を積極的に実施し、財政基盤の確保を図るこ

ととする。 

そのため、法人会の組織機能を十分に活かし、委員会は、支部・部会と連携協調を深

め、円滑な運営を行うことで本会の活性に資する。 

 

Ⅲ 主要事業計画 

１．税知識の普及を目的とする事業 

（１） 税制・税務・会計に関する研修会 

税法・税務に関する理解を深めるとともに、正しい税知識を身につけることや、

企業会計に関する知識を身につけるために必要な決算書の見方や分析が出来る

こと、企業の内部統制の強化や経理水準の向上により企業の成長やリスク軽減

のために重要であることから企業の税務コンプライアンス向上をめざすことを

目的に、国税当局より講師を招くほか、会員から選んだ税理士に講師を依頼して

各種研修会を行う。 

対象 経営幹部者並びに経理担当者等（会員・一般） 

 



２．納税意識の高揚を目的とする事業 

（１） 租税教室 

小・中学校及び、高等学校において、それぞれのレベルに合わせた租税教室を

開催する。また、本事業においては、本会が租税教育推進協議会の賛助会員であ

ることを鑑み、租税教育推進協議会の認定講師として、標準カリキュラムに則り、

座学や税金クイズなどを含め、授業の一環として、青年部会を中心に活動する。 

対象 小学生、中学生、高校生（一般） 

 

（２） 租税教育イベント 

地域の祭りやスポーツイベント等において、子供たちに対する税金クイズを

行い、税の意義や使われ方について、楽しく学べるよう、納税意識の高揚を目的

としたイベントを青年部会が開催する。 

     対象 小中学生（一般） 

 

（３） 税に関する絵はがきコンクール 

税に関する絵はがきの募集を小学校の夏休み時期に行い、優秀作品は「税を考

える週間」において表彰と展示を行う。女性部会が年間を通じた活動を行う。後

援は、国税庁、出水地区租税教育推進協議会、出水市教育委員会、阿久根市教育

委員会、長島町教育委員会。 

     対象 小学校５、６年生（一般） 

 

（４） 夏休み親子税金アニメ上映会 

夏休みに合わせ、税に関するアニメ作品を鑑賞することにより子供たちとそ

の保護者に税への興味を深めてもらうことと、上映会を通じて親子の触れ合い

の時間を過ごしてもらうイベントを出水支部で開催する。 

対象 未就学児または小学生、その保護者（一般） 

 

（５） 税知識の発信・広報活動 

広報誌「北薩法人会ニュース」を年１回、１，０００部発行し、全会員に送付

するとともに、地区内の公的機関や施設などのほかに各銀行にも配付する。 

また、税に関する理解と知識を深めるとともに、正しい税知識を身につけるた

めの小書籍を無償配布する。 

対象 （会員・一般） 

 

 

（６） ｅ‐Ｔａｘ推進活動 

国が推し進める電子申告システム（ｅ－Ｔａｘ）は、申告納税制度の利便性を



図るためのものであり、その利用周知を法人または個人に対して行う。 

また、当会では消費税率引き上げに先立ち「消費税完納宣言」を行っているが、

期限内納付の大切さを呼びかける運動を推進し、広報看板を設置している。さら

に、ダイレクト納付制度の普及・促進やマイナンバー制度の周知・徹底に対し税

務行政と協力しながら広報活動を行う。 

     対象 （会員・一般） 

 

３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

（１） 税制改正に関する提言活動 

中小企業の租税負担の軽減と合理簡素化及び適正公平な課税と税制・税務に

関する提言を行うため、会員からの意見要望を取りまとめる。その後、全法連で

集約された提言書を関係機関に持参し要望活動を行う。 

対象 意見集約：企業経営者（会員） 

      要望先：出水市、阿久根市、長島町、地元出身国会議員 

 

（２） 税の啓発を目的とする大会への参加 

全国の経営者が集う大会では、税制・税務に関する意見交換会や税制改正に関

する提言要望事項の発表、更に租税教育の事例発表が行われる。当会からも、今

後の公益活動に活かすことを目的に参加し、情報収集を行う。 

対象 企業経営者（会員） 

 

４．地域企業の健全な発展に資する事業 

（１） 経営実務研修会、講演会 

経営、政治経済、文化、健康等に関するテーマの研修会・講演会や、パソコン

やインターネットに関する実務的なセミナーを実施する。 

また、阿久根支部で実施する経営セミナーに関しては、阿久根商工会議所との

共催事業として行う。講師は公的機関の専門家、会員の有資格者、研修専門会社

が派遣する講師、地元出身の著名人など。 

対象 企業の経営者並びに社員、一般市民（会員・一般） 

 

５．地域社会への貢献を目的とする事業 

（１） 出水ツルマラソン参加 

出水ツルマラソン実行委員会の主催による出水ツルマラソンに、青年部会を

中心に適正納税のＰＲするタスキやｅ‐Ｔａｘ推進を広報するノボリを持って

出走することで大会を盛り上げる。 

対象 地域住民（一般） 

 



（２） クリーン作戦・清掃作業・奉仕作業 

地域の景観美化や環境改善を目的に、他の地域の団体との共同作業を行うこ

とにより相互に交流や親睦を図ることで活発な社会作りをめざす。 

対象 地域住民（一般） 

 

（３） 地域の小・中学校へ手作り雑巾の寄付 

平成１６年より、県内の法人会女性部会の事業として、会員に手作り雑巾の提

供を募り、鹿児島県教育委員会を通じて、小中学校に寄贈している。本会は、北

薩地区の小中学校・養護学校を訪問し、約３００枚を寄贈する。 

対象 小中学生・養護学校生等（一般） 

 

（４） 地域団体のイベント等への助成事業 

地域の各団体が行うスポーツ振興、文化振興を目的とした事業に対し助成を

行い、協賛・後援という形で支援を行う。 

出水市テニス協会：出水地区クラブテニス対抗戦 

阿久根市大川校区体育協会：阿久根市大川校区体育協会ウォーキング大会 

阿久根市南校区体育協会：阿久根市南校区体育協会ウォークラリー 

阿久根市北校区体育協会：阿久根市北校区体育協会ウォーキング大会 

阿久根市グラウンドゴルフ協会：阿久根地区グラウンドゴルフ大会 

長島町グラウンドゴルフ協会：長島町自治体対抗グラウンドゴルフ大会 

対象 地域住民（一般） 

 

（５） 地域イベントへの参加 

北薩地域の各地で開催される各種イベントにおいて、税金クイズをはじめ、設

営や清掃、イベントそのものへの参加を行う等により、イベントの盛り上げと運

営を支援する。主なものとして、「高尾野町中の市」「出水鶴翔祭」「長島町夏祭

り」「長島町古墳まつり」「阿久根市産業祭」「阿久根みどこい祭り」「出水市マチ・

テラスイベント」など。 

また、青年部会は出水麓街なみ保存会からの要請により、麓武家屋敷や出水の

観光資源の知名度アップを狙った、ウォークラリーイベントに参加・協力を行う。 

     対象 地域住民（一般） 

 

（６） 自然災害、家畜伝染病等への募金・支援活動 

自然災害、家畜伝染病が発生することによって被害にあった人々への支援や

地域の復興、地域経済の再活性化がより早くなされることを目的に、本会が行う

イベント等を利用して自治体等で行われる募金・支援活動に参加する。 

 



６．会員の交流に資するための事業 

（１） 会員交流会 

    会員の交流や親睦を狙い、会員企業が多く参加する総会や研修会など、イベン

ト終了後に会員の交流会を催すほか、本会の運営に携わっている役員、支部役員、

部会役員の会議終了後、会の円滑な運営を行うため交流会を開催する。また、会

員の交流・親睦を行うための親睦ゴルフコンペ等のレクレーションを企画する。 

対象 （会員） 

 

（２） 各種大会への参加 

全国・南九州・鹿児島県連が主催する大会は、各地の法人会の会員が多数出席

の下開催されるが、当会からも、その大会に参加し、各地の会員との情報交換を

行う。参加者は、今後の会活動の活性化を目指し、組織強化と会員支援に関する

意見交換を行う。 

     対象 （会員） 

 

（３） 部会研修旅行 

バスなどを利用し、話題の地域、施設等の見学会を行い、経営者としての見

識を広めるとともに参加者の交流と親睦をはかる。 

対象 （会員） 

 

７．会員の福利厚生等に資する事業 

（１） 企業や従業員を守るための各種保険の促進 

もしものときの企業防衛「経営者大型総合保障制度」や、労働災害・自然災害

に備えた保障プラン、個人のためのがん・医療加入推進を図り，会員企業の福利

厚生制度の支援を行う。 

     対象 （会員） 

 

 

８．その他、本会の目的を達成するために必要な事業 

（１） 新規会員の加入促進 

本会の活性化と組織強化を目的に、新しい会員の拡大を行い、公益目的事業を

支える参加者の増加につなげる。 

 


